研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　居宅介護支援事業所わえみ　　職　種　介護支援専門員　　氏　名　林　義弘

	期　　間　平成２２年１０月　６日　13：30～15：30

	出張目的　包括的支援事業研修会参加のため

	出 張 先　八戸市総合福祉会館多目的ホール

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


＜全体考察＞
　消費者保護の観点から、クーリング・オフ制度があることは知っていたが、それではその制度をどのように活用すれば良いのかと聞かれた場合、分からないのが現状であった。本日の研修では、制度を知ること、活用すること、事例を検討することにより、何が問題で、どのように対処すべきかについて学んだ。弱者であるお年寄りを食い物にする業者が悪いことは言うまでもないが、いかに防止し、事態に対応するか、今後の糧としたい。
＜研修内容＞
研修：「権利擁護事業の活用の仕方　―成年後見制度・消費者被害防止を中心にー」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　講師：司法書士法人わかば法務事務所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所長　司法書士　行政書士　久保　隆明　氏

　司法書士業務

　　不動産登記―売買、贈与、相続など・・・仕事の約８割

　　会社登記――会社設立、役員変更、増資、会社合併など・・・約２割

　　裁判――――貸金請求、建物明渡、債務整理など・・・数パーセント
　　成年後見――後見、保佐、補助など・・・１～２パーセント（介護保険制度）

　契約とは

　　契約とは、当事者間の意思表示が合致し、法的拘束力が伴うもの。（権利と義務が伴う）

　消費者契約トラブル＜調査から浮かび上がる問題点＞

　　①一人暮らしや日中独居が狙われやすい

　　②次々販売により被害が拡大する

　　③理解力が不足しているのを知りながら契約させる

　　④契約した経緯の証明が難しい

　　⑤収入以上の借金をしてしまう。

　クーリング・オフとは

· してしまった契約を無かったことにできる（契約の解除）制度―支払った金額は全額返金

· 契約書に「キャンセル料」や「違約金」について書かれていても、一切払う必要は無い

· 商品・権利の引き取りに係る費用は事業者負担

· 通常使用してしまった商品であっても、契約を無かったことにできる

　クーリング・オフができない場合

· クーリング・オフ期間を過ぎた場合はできない。

訪問販売：８日間　電話勧誘販売：８日間　特定継続的役務提供：８日間　連鎖販売取引：２０日間　業務提供誘引販売取引：２０日間
　　・　化粧品、健康食品等を使用した場合に、その使用済みの分はできないが、事業者に使わされた場合はできる。

· 代金が3000円未満の場合

　期間が過ぎたらクーリング・オフできない？＜次のような場合はクーリング・オフができる＞

　　①受け取った書類が、法律で決められた通りにクーリング・オフについての注意書きをしていない等の不備がある場合

　　②事業者が、「クーリング・オフはできない」と嘘を言ったために、できないものだと誤解して期間を過ぎてしまった場合

　　③事業者が、クーリング・オフをさせないよう、脅した為に怖くなって期間を過ぎてしまった場合

　クーリング・オフはどうやって行う？

　　①必ずハガキ等の書面でする（書面ですることが法律で決められている）
　　②契約（申込）日、販売会社名、担当者名、商品名、商品の価格を書いて、この契約を解除すると言うことを書く。本人の住所・氏名も必ず書く

　　③ハガキを書いたら、両面コピーを取る（証拠を残す為）

　　④ハガキは郵便局の窓口で、簡易書留等の「出した日付」が分かる方法で出す（書面を出した瞬間に有効になるため、事業者が「受け取っていない」と言ってもクーリング・オフは成立する）

　　⑤両面コピーと簡易書留などの証明等の紙を保存する（クーリング・オフしたことの証拠になる）

　消費者契約法

　　民法で規定されている詐欺や強迫を理由とする取り消しを、消費者と事業者の格差を考慮した上で、下記の事実があれば取り消しすることができる。

　　①不実の告知・・・うそ

　　②断定的判断の提供・・・必ず～

　　③不利益事実の不告知・・・デメリットを言わない

　　④不退去・・・帰らない

　　⑤退去妨害・・・帰らせてくれない　　　　ただし６ヶ月以内

　　各種事例の検討

　成年後見制度とは？

　　成年後見人は何をする？

　　法律行為（売買契約、施設入所契約、日々の財産管理、施設料や医療費の支払い等）
　成年後見人の権限

　　①本人の財産に関する法律行為についての包括的代理権とこれに対応する包括的な財産管理権

　　②本人が行った法律行為に関する取消権

　成年後見人の責務

　　後見事務の遂行にあたって、本人の意思を尊重すると共に、その心身の状態及び生活の状況に配慮すべき身上配慮義務等を負う。

　　

　高齢者の消費さ被害を未然に防ぐ為に！

　　①見守り活動の重要性

　　②第三者の目を入れる＝成年後見制度の活用

　　③さまざまな専門化がネットワークを組み、さまざまな事案に対処できる環境を整えておく
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